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第 1章 序論 
 
1.1 研究背景と目的 
山岳トンネルの標準工法である NATM では，柔な支保構造で地山を支保することに
より周辺地山が本来持つ支保力を有効に利用し，掘削後の地山変位を収束させ，トンネ
ル断面を安定化させる．その後，支保工内面に防水とアイソレーションを兼ねた防水シ
ート工を施し，最後に場所打ちコンクリートによる覆工を施工する構造となっている． 
支保工の役割は地山の安定を補助するものであり，地山を過度に緩ませずに地山が本
来持っている支保能力を失わないようトンネルを設計・施工するという点で，NATMの
主要な支保部材であるロックボルトと吹付けコンクリートは，柔な支保構造を形成して
適度な変形を許容する重要な役割を果たしている． 
 従来用いられてきた木製支保工や鋼アーチ支保工では，地山と支保工との間にすきま
ができ，地山の変形や応力集中により緩みが生じることで地山の支保能力が低下する．
そこで，切羽近傍で吹付けコンクリートやロックボルトを打設し，掘削面を確実に密封
することで，従来の方法では防げなかった緩みを防止することが可能となった．吹付け
コンクリートは掘削直後に地山と密着した構造体を形成し，掘削に伴う周辺地山の緩み
を適度に抑えることができる．ロックボルトは地山の内部を直接補強できる構造であり，
トンネル周辺地山が持つ力学的な不連続面を補強し一体性を持たせることが可能にな
る 1)．  
以上のような特徴を持つロックボルトと吹付けコンクリートを主要な支保部材とし
た薄肉支保構造は，地山の安定と適度な土圧低減効果を有しているが，その効果を直感
的に捉えるような実験や解析は極めて少ない． 
そこで，本研究では最初に，地山が安定した後に薄肉構造の支保が支える土圧は地山
が有する初期土圧よりも極めて小さいことを直感的な実験と数値解析で示し，地山の安
定化のメカニズムは，支保の力で地山を安定化させることだけではないことを明示する
ことを1つ目の目的としている． 
続いて，NATMにおける覆工に着目する．覆工の役割は，まず，内装としての機能が
あり，道路トンネルでは美観を整えることや漏水を防ぎ安全な交通空間を確保すること，
また，配線，配管など各種の付属施設を取り付けるためにも用いられる． 
力学的な機能については，NATMにおける覆工は支保工で安定化した後に施工される
ため，通常覆工には荷重が作用しないと想定するが，通常区間の覆工においても，将来
の不測の外力作用に対する安全率付与の機能が見込まれている．一方，力学的機能を当
初から見込む場合，たとえば，吹付けコンクリートやロックボルトなどの支保工だけで
は変位の抑制が難しい場合や，地下水圧が作用する場合，明らかに作用する荷重を考慮
しなければならない場合など，外力が作用する可能性のある区間における覆工では，外
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力を想定した覆工の設計が行われる． 
NATMにおける外力による覆工の破壊はせん断や曲げによるものが主であるが，実現
象での破壊を再現するような解析は少ない．その理由としては，破壊挙動を再現するこ
とができる不連続体解析が主流ではないことが挙げられる． 
そこで，本研究では，トンネル覆工コンクリートの安定性について，供用中の外力の
作用による覆工の破壊を想定した数値解析を行い，破壊挙動を定性的に再現してそのメ
カニズムを検討することを2つ目の目的としている． 
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図 1.1 解析メッシュ図（トンネル径 100mm，土被り 1D） 
表 1.1 地山物性値 
1.2 これまでの研究の流れ 
1.2.1 概要 
ここでは，本研究の先行研究として行われた薄肉支保工の安定性に関する研究2)につ
いてまとめる．この研究では，アルミ棒積層体を用いた模型実験と，有限要素法による
解析との両者の結果を相対比較することで薄肉支保工の作用効果を定量的に評価し，問
題点を整理することを目的としている． 
 
1.2.2 FEM解析 
この先行研究では解析ソフトとして，トンネルと地盤の変形及び安定解析を行う三次
元有限要素法解析ソフトウェア PLAXIS 3D TUNNELを使用した． 
PLAXIS は三次元 FEM であるが，単位奥行きを持つ二次元解析と意味合いは同じで
ある．側方，下方の境界条件はともにローラーとしている．実験槽の模擬解析のため，
下方領域は 10cm，側方領域は 3Dで固定した． 
図 1.1にトンネル径 100mm，土被り 1Dでの解析メッシュを示す．表 1.1, 表 1.2に
地山とトンネル覆工の物性値を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
材質 アルミ合金 
弾性係数(GPa) 71 
ポアソン比 0.33 
内部摩擦角(°) 30 
粘着力(N/mm2) 0 
単位体積重量(kN/m3) 21.4 
側方土圧係数 0.5 
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表 1.2 トンネル覆工物性値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
解析ケースはトンネル径，模型材質，土被りによる支保効果への影響を比較するため，
表 1.3に示すような 15ケースとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
解析の結果，支保の材質による断面力への影響はほとんど現れなかったため，ここで
はアルミ材質の断面力図のみを図 1.2，図 1.3に示す． 
 
  
材質 
アルミ合金 
Al-Mg-Si(6063) 
ステンレス 
(SUS304) 
光沢紙 
(Canon GP-101) 
等価厚さ 0.2(mm) 0.2(mm) 0.21(mm) 
弾性係数 70(GPa) 197(GPa) 1.84(GPa) 
ポアソン比 0.30 0.30 0.30 
軸剛性 EA 
(奥行き 1mあたり) 
14(MN) 39.4(MN) 0.368(MN) 
曲げ剛性 EI 
(奥行き 1mあたり) 
0.047(N・m²) 0.13(N・m²) 0.0012(N・m²) 
重量 
(奥行き 1mあたり) 
5.3(N/m) 16(N/m) 1.9(N/m) 
トンネル径(D) トンネル材質 土被り(D) 
50mm 
アルミ 1～3 
ステンレス 1～3 
光沢紙 1～3 
100mm 
アルミ 1～3 
ステンレス 1～3 
表 1.3 解析ケース 
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＜アルミ材質：トンネル径 D=50mm＞ 
図 1.2アルミ材質：トンネル径 D=50mmにおける断面力図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.025  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.025  (kN・m/m)
土被り 1D - N図 土被り 1D - M図 
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.025  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.025  (kN・m/m)
土被り 2D - M図 土被り 2D - N図 
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.025  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.025  (kN・m/m)
土被り 3D - M図 土被り 3D - N図 
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＜アルミ材質：トンネル径 D=100mm＞ 
図 1.3アルミ材質：トンネル径 D=100mmにおける断面力図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.1  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.1  (kN・m/m)
土被り 1D - M図 土被り 1D - N図 
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.1  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.1  (kN・m/m)
土被り 2D - M図 土被り 2D - N図 
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.1  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 0.1  (kN・m/m)
土被り 3D - M図 土被り 3D - N図 
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写真 1.1 トンネル模型(アルミ材質：トンネル径 D=100mm) 
Mohr-Coulomb弾塑性解析の結果，以下のことが分かった． 
① 生じる軸力はすべて圧縮である． 
② トンネル側部において最大軸力が生じ，インバート部で最小軸力が生じる． 
③ トンネル奥行き方向の影響はほぼない． 
④ 曲げモーメントはほとんど生じていない． 
⑤ トンネル径が大きいほど生じる断面力も大きくなる． 
 
また，各パラメータによる影響は以下の通りである． 
(1) トンネル径による影響  
① 薄肉支保工の断面力への影響は，トンネル径によるものが最も大きい．トンネ
ル断面が大きくなるほど，安定性が低下することが確認された． 
② 土被りによる影響もトンネル径が大きい方により強く現れる． 
(2) 土被りによる影響 
① 天端部では土被りが増えるほどに軸力が増す． 
② 肩部では土被りによる影響はほとんどみられない． 
③ 側部および隅角部では 2Dの場合が最も大きな軸力を生じ，3Dと 1Dとでは同
等の軸力を生じている． 
④ インバート部は 1D～2Dにおいてわずかに軸力が増し，2D～3Dにおいてはほ
とんど影響が見られない． 
⑤ ③④は，土被りが 1D～2Dと小さく，グランドアーチが形成されにくいためで
あると考えられる．また，土被りが小さいトンネルには緩み土圧が作用しやす
いということも考えられる． 
 
1.2.3 アルミ棒積層体模型実験 
実験は解析と同様のケースで行い，トンネル模型にひずみゲージを貼付して TDS-303
で軸力計測を行い，支保効果の確認をした．トンネル模型の両側坑口より 3cm のとこ
ろにひずみゲージ貼付用の罫書き線が引いてあり，その線上の内側と外側の両面にひず
みゲージを貼付し，2断面計測を行った．写真 1.1にトンネル模型(アル材質：D=100mm)
を，図 1.4に模型の寸法および標点の位置を示す． 
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D 10cm(アルミ棒の長さと同じ)
3cm
3cm
測定断面
標点
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実験手順は以下の通りである． 
1. 実験槽の準備をする． 
2. 地山の下方領域を積み上げる． 
3. トンネル模型を配置する． 
4. トンネル模型の内空にアルミ棒を中詰めする． 
5. 地山材料を一定厚さで均一に実験槽に敷き詰める． 
6. 一定厚さに敷き詰めた地山材料を締め固める． 
7. 土被りが所定の高さになるまで手順 5，6を繰り返す（写真 1.2）． 
8. トンネル模型内のアルミ棒を引き抜くことで掘削を模擬する(写真 1.3)． 
9. TDS-303で各標点のひずみ量を計測する． 
10. 実験槽を解体する． 
11. 計測ひずみ量より標点の断面力を算出する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
実験結果はばらつきが大きいため，ここでは比較的データが安定したアルミ材質の土
被り 1D，3D時の断面力図を図 1.5に示す． 
  
写真 1.2 トンネル埋設時 写真 1.3 トンネル掘削後 
図 1.4 模型寸法および標点位置 
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＜アルミ材質：トンネル径 D=100mm＞ 
図 1.5アルミ材質：トンネル径 D=100mmにおける断面力図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.5 のように，土被り 1D，3D ともに似た挙動を示した．奥行き 3cm に着目する
と，側部に大きな軸力がかかり，インバート部には小さな軸力しかかかっていないこと
が確認できる．軸力に関してはばらつきが大きくなっているが，曲げモーメントに関し
ては安定しており，解析と同様に軸力と比べればほとんど無視できる程度のものである． 
  
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 1  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 1  (kN・m/m)
土被り 1D - M図 土被り 1D - N図 
土被り 3D - M図 
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 1  (kN/m)
ゼロ基準線
奥行き3cm
奥行き7cm
 0. 1  (kN・m/m)
土被り 3D - N図 
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1.2.4 まとめ 
実験結果と解析結果とのズレがかなり大きい原因は以下のことが考えられる． 
【実験の誤差要因について】 
・ 計測装置による誤差 
・ ひずみゲージ貼付の際に起こる模型の変形 
薄肉トンネル模型は変形しやすく，ひずみゲージを貼付する際に指で押さえるだ
けでもかなりの変位を生じるため，大きな初期ひずみが生じている可能性がある． 
・ アルミ棒を中詰めする際の誤差 
ケースごとに，中詰めされたアルミ棒の密度のばらつきがあれば，トンネル模型
を埋設した際の初期変位にもばらつきが生じ，実験結果にも誤差が生じる．  
・ 地山とトンネル模型の接触状況 
地山の粒子の分布状態により，地山とトンネル模型の接触面での隙間が大きくな
ってしまうことがある． 
【解析における改善点】 
有限要素法解析による本実験の模擬は完全なものではなく，トンネルと地山は剛結状
態として扱われている．地山とトンネルの接触面である不連続部をうまく模擬するため
の方法としてはインターフェース要素を設ける方法があるが，その適切なパラメータ設
定はいまだ不明確である．このことも実験と解析の結果に大きなずれが生じる一つの要
因であると考えられる．  
 
以上より，まとめとして以下のことがいえる． 
• 薄肉トンネルにおいては解析結果と実験結果に大きなギャップが生じうる． 
• 側部で最大軸力，インバート部で最小軸力が生じる傾向がある． 
• 解析・実験ともに曲げモーメントはほぼ無視できる． 
• 解析での影響が大きいと思われる，地山と薄肉覆工との接触のモデル化が必要． 
• 土被り 1D～2D程度ではグランドアーチが形成されない可能性がある． 
• 掘削過程で緩み土圧が生じている可能性がある． 
• 薄肉トンネル実験では人的要因による作業上の誤差が大きく影響するため，非常に
難度が高い．  
11 
 
1.3 研究構成 
 本論文は8章から構成されている． 
第 1章では，序論として本研究の背景と目的を示したほか，既往研究のまとめ，本論
文の全体構成について述べた． 
第 2章では，アルミ棒積層体模型実験の実験装置や実験方法をまとめ，その結果と考
察について述べた． 
第 3 章では，本研究で用いられる個別要素法（DEM）による解析について，その概
要と解析の手順，用いた定式についてまとめた． 
第 4章では，アルミ棒積層体模型実験の再現解析を行う上での物性値について，コピ
ー用紙のモデル化，地山物性値の設定方法についてそれぞれまとめた． 
第 5 章では，DEM によるアルミ棒積層体模型実験の再現解析の方法をまとめ，その
結果と考察について述べた． 
第 6章では，現実の地盤における地山物性値を解析に反映させるための三軸圧縮試験，
覆工コンクリートの物性決定のための一軸圧縮試験についてまとめた． 
第 7章では，実現象でのトンネル覆工の破壊挙動の再現について，解析方法をまとめ，
その結果と考察について述べた． 
第 8章では，本研究で得られた結果について考察を行い，今後の課題についてまとめ
た． 
 
【参考文献】 
1） 今田徹：山岳トンネル設計の考え方，土木工学社，pp.6-7，2010． 
 
2） 土井理：薄肉支保工の安定性に関する研究，首都大学東京修士論文，2009． 
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写真 2.1 実験槽 
第 2章 アルミ棒積層体模型実験 
 
2.1 概要 
本章では，基礎的実験として実施したアルミ棒積層体模型実験の方法，結果についてま
とめる．この実験は，薄肉で柔な支保構造が持つ，地山の安定と適度な土圧低減効果を直
感的に捉えることを目的としている． 
 
2.2 実験装置 
実験槽の写真を写真 2.1 に示す．実験槽は土槽部分を含めて鋼材で枠組みされたもので
あり，外枠の鋼材には土槽内部のアルミ棒の荷重による変形が生じないように十分な剛性
を持たせている.これは実験槽の土槽の荷重による土槽底部の変形は微小であっても，落し
戸やその周辺荷重に大きな影響を与えるためである.また，土槽の幅は 400mmで，パラメ
ータとしてトンネル径，土被り，地盤の幅を変更できるよう十分な大きさとなっている． 
この実験装置で以下のことを模擬する.  
① 地山の変形 
② トンネルの崩壊 
③ 掘削された地山が負担していた応力の解放 
④ トンネル掘削による緩み領域の形成 
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表 2.1 地山物性 
2.3 実験材料 
2.3.1 地山材料 
薄肉支保による地山の安定化と土圧軽減効果を確認するためには，地山条件を極端なも
のとして現象を理解しやすくすることが望ましいことから，地山材料には粘着力のないア
ルミ棒積層体を用いて未固結粒状体地山モデルとした．アルミ棒は長さ 100mmの円形断面
であり，特徴は以下の通りである． 
① アルミ棒積層体は自立するため前後面を壁体で支える必要がなく，試料と前後の壁面間
の摩擦が皆無である． 
② アルミ棒の比重は 2.69であり，砂礫などの比重に類似している． 
③ アルミ棒積層体のせん断試験の結果，内部摩擦角が一般の砂の内部摩擦角に近い結果と
なっている． 
また，アルミ棒の寸法,重量混合比については，アルミ棒を地山材料とする既往の研究 1)
を参考にし，直径1.6mmと 3.0mmのものを重量混合比で3：2の割合となるよう混合した．
2種類の径を混合した理由として次のことが挙げられる．単一粒径のアルミ棒による地山で
は，地山内に粒子が規則配列となる大きな領域がいくつか生じ，この領域境が弱線となり
節理系岩盤のような滑りを生じる．この規則列の滑りが全体の挙動を支配し，未固結粒状
体地山の挙動にならない．よって,弱線となる規則配列の境界の除去するために 2種類の径
を混合し，不規則配列の地山となるようにした． 
アルミ棒の径については，アルミ棒を用いた粒状体の地質モデルの研究結果 2)に基づいて
決定した．この研究では，9，5，3，1.6mm の径のアルミ棒が用いられ，3.0mmと 1.6mm
の組み合わせが砂質地盤のモデルとして良いことが示されており，この文献結果に基づき
アルミ棒積層体を用いた実験が多く行われているため，これらの研究との整合性を持たせ
るため同様の径を用いた．表 2.1に実験材料の物性を示す．  
 
 
材質 アルミ合金 
長さ(mm) 100 
径(mm) 1.6 : 3.0 
重量比 3 : 2 
単位体積重量(kN/m3) 21.4 
粘着力(N/mm2) 0 
内部摩擦角(°) 30 
 
  
14 
 
42.1 
35.9 3.1 
4.4 
22.6 
図 2.1 模型上の建築限界寸法 
(mm) 
2.3.2 トンネル模型 
トンネル模型は，市販のコピー用紙（厚さ 0.09mm,坪量 64g/m2)1枚を写真 2.2 のアル
ミ材質の模型の型枠に巻き付け，スティックのりでのりしろをのり付けして作成した．コ
ピー用紙の厚さはマイクロメータで測定した．長さは 100mm，重ね部分ののりしろは 5mm
である． 
 既往研究では支保材料としてアルミ，ステンレス等の材質の模型を用いたが，これらは
剛性が強く変形しないため，実施工におけるトンネル掘削時の緩み領域の形成を明確に把
握できなかった．そこで本研究では，剛性が非常に弱く，トンネル掘削時の可縮による緩
み領域の形成を期待できるコピー用紙を支保材料とした．トンネル模型は，円形断面 1 つ
と，縦横比の異なる楕円形断面 5つを用いた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1の建築限界に外接する形状とし，6ケースの寸法は図 2.2のように設定した．建築
限界は，一般の道路断面の建築限界にトンネル覆工の施工余裕 50mmを足した寸法を，今
回の実験寸法に合わせて縮小したものである．また，一般のトンネル縦横比は 0.6以上のた
め，楕円形の縦横比は 0.6以上とする予定であったが，これらは崩壊せず全て自立したため，
更に扁平である縦横比 0.4，0.5を追加した. 
  
写真 2.2 トンネル模型型枠 
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図 2.2 各ケースの寸法 
 
  
40
 
57.08 
𝑥228.542 + 𝑦219.982 = 1 
＜ケース 3＞ 
縦横比 0.7の楕円形断面 
(mm) 
𝑥234.252 + 𝑦217.102 = 1 
34
.2
0 
68.5 
＜ケース 5＞ 
縦横比 0.5の楕円形断面 
(mm) 
𝑥230.802 + 𝑦218.482 = 1 
36
.9
6 
61.6 
＜ケース 4＞ 
縦横比 0.6の楕円形断面 
(mm) 
50 
＜ケース 1＞ 
直径 50mmの円形断面 
𝑥2 + 𝑦2 = 252 
(mm) 
𝑥239.802 + 𝑦215.902 = 1 
31
.8
0 
79.6 
＜ケース 6＞ 
縦横比 0.4の楕円形断面 
(mm) 
43
.1
6 
53.94 
𝑥226.972 + 𝑦221.582 = 1 
＜ケース 2＞ 
縦横比 0.8の楕円形断面 
(mm) 
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写真 2.3 掘削前のトンネル模型 
2.4 実験方法 
実験は以下の手順で行った． 
① 実験槽の準備 
実験槽の壁や底面が微小でも動けば土圧は大きく変化して実験結果に影響が及
ぶため，実験槽の可動式壁面をしっかりと固定する． 
② 下方領域の積み上げ 
アルミ棒を実験槽の底から高さ 50mm まで敷き詰める．また,アルミ棒を少し
積むごとに平らな板で地山を数回叩き，地山を締め固め,地山の締め固まり具合を
統一する． 
③ 模型にコピー用紙を巻きつける 
模型にコピー用紙を巻き付けスティックのりでのり付けし，掘削前のトンネル
を模擬する（写真 2.3）． 
④ トンネル模型の配置 
実験槽中央にトンネル模型を配置する（写真 2.4）．なお，下方領域は 50mmと
している． 
⑤ トンネル模型の埋設 
地山材料であるアルミ棒を所定の高さまで敷き詰めていく．この際に，アルミ
棒の軸線がトンネル軸線方向と平行になるように気を付けながら並べる．これは
本実験が二次元のモデルであることから，アルミ棒の軸線がトンネルの軸線に対
して平行でないものがある場合，それらの周辺から余分な変形拘束を受け，適切
な実験結果が得られないためである．また,②と同様にアルミ棒を少し積むごとに
平らな板で地山を数回叩き，地山を締め固める(写真 2.5)． 
⑥ トンネル模型の引き抜き 
トンネル模型を引き抜き,トンネル掘削を模擬する(写真 2.6,2.7)．その際，コ
ピー用紙を引き抜かないように注意する. 
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写真 2.6 トンネル掘削途中  
写真 2.4 トンネル模型配置 
写真 2.5 トンネル模型埋設 
写真 2.7 トンネル掘削後  
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2.5 実験結果 
トンネルの安定性をグラウンドアーチ形成の観点から検討するために，土被りをパラメ
ータとした．小土被りである土被り 1Dではグラウンドアーチの形成がされにくく， 2D～
3D程度の土被り高さではグラウンドアーチが形成され，周辺地山が土被り荷重を受け持つ
とされているため，パラメータとして，支保効果を比較しやすい 1D，2D，3Dの 3ケース
とした．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.2のように，ケース 1～5(縦横比 0.5～1.0)では掘削後に全てのケースでトンネルは
自立したが，今回の実験ケースで最も扁平な断面であるケース 6（縦横比 0.4）では土被り
2D以上において全て崩壊した（写真 2.8）． 
また，唯一崩壊したケース 6 での崩壊挙動は，天端部又はインバート部からの座屈破壊
であった（写真 2.9，2.10）． 
 
  
ケース 土被り 回数 掘削後 
1～5                                                    
(縦横比 0.5～1.0) 
1D～3D 1～3 自立 
6                                   
(縦横比 0.4) 
1D 
1 自立 
2 自立 
3 崩壊 
2D～3D 1～3 崩壊 
表 2.2 実験結果 
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＜ケース 1＞ 
円形断面 
土被り 3D 土被り 1D 
＜ケース 2＞ 
縦横比 0.8の楕円形断面 
土被り 3D 土被り 1D 
＜ケース 3＞ 
縦横比 0.7の楕円形断面 
土被り 1D 土被り 3D 
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写真 2.8 実験結果 
＜ケース 4＞ 
縦横比 0.6の楕円形断面 
土被り 3D 土被り 1D 
＜ケース 5＞ 
縦横比 0.5の楕円形断面 
土被り 3D 土被り 1D 
土被り 1D 
＜ケース 6＞ 
縦横比 0.4の楕円形断面 
土被り 3D 
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続いて，追加実験として，ケース 1の土被り 10D，ケース 4の土被り 10D，ケース 5の
土被り 7Dの 3ケースの大土被りで実験を実施した結果，全て自立した（写真 2.11）. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
写真 2.11 大土被りでの追加実験結果 
ケース 1 土被り 10D ケース 5 土被り 7D ケース 4 土被り 10D 
写真 2.9 天端部からの座屈破壊 
写真 2.10 インバート部からの座屈破壊 
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更に，コピー用紙よりも剛性が弱い薄手紙（厚さ 0.04mm，坪量 29g/m2）を支保材料と
して実験を実施した結果，全てのケースで崩壊した（写真 2.12）．薄手紙は写真 2.13 のよ
うに自重でたわむほど剛性が弱い．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
写真 2.12 追加実験結果 
写真 2.13 左がコピー用紙，右が薄手紙 
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2.6 まとめ 
崩壊挙動を確認できたのは今回行った実験ケースの中で最も扁平断面であるケース 6（縦
横比 0.4）のみであり，他のケースでは全て自立したため，コピー用紙 1枚の超薄肉支保で
も支保効果を発揮することを確認できた．また，グラウンドアーチ形成の観点からは以下
のことが考えられる. 
① 今回の実験モデルでは，縦横比 0.4以下ではグラウンドアーチが形成されづらい 
一般的に，扁平断面ではグラウンドアーチは形成されづらいとされているが，縦横比
0.5～1.0では大土被りでも自立した．コピー用紙がその全ての土被り荷重を負担できる
とは考えられないため，十分な土被りがある場合はグラウンドアーチが形成され，その
効果により支保に作用する土圧が大きく低減されていると考えられる．したがって，唯
一崩壊した縦横比 0.4では，断面が過度に扁平なため，グラウンドアーチが形成されず，
生じる曲げモーメントが大きくなり崩壊したと考えられる． 
② トンネルの安定に関して，コピー用紙の軸力も重要な役割を果たしている． 
縦横比 0.5～1.0では，グラウンドアーチが形成されづらい小土被り（土被り 1D）で
も自立し，また，剛性が弱い薄手紙では崩壊したことからも，支保にはある程度の剛性
が必要であると分かる. 
以上より,アルミ棒積層体模型実験において，グラウンドアーチの形成による土圧低減効
果により薄肉構造でも地山が安定することを直感的に捉えることができた．しかし，今回
の実験では，支保の軸力や地山の応力状態は不明確である．既往の研究では,トンネル模型
にひずみゲージを貼り付けひずみの測定を行っていたが,コピー用紙にひずみゲージを貼
り付けるのは困難であるため,本研究ではひずみの測定は行わなかった．したがって，これ
らは第 5章の DEMによる再現解析で明らかにしていく． 
 
【参考文献】 
3） 村山朔郎：砂層内局部沈下部にかかる垂直土圧，京大防災研究所年報，第 11 号，
pp.123-138，1968． 
 
4） 高橋 能久：垂直縫地ボルトの補強効果，東京都立大学修士論文，2007． 
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第 3章 DEMによる数値解析 
 
3.1 概要 
従来のトンネルの解析では，汎用性があり，現場での実挙動を定量的に扱うことがで
きるFEM（有限要素法）が主に用いられている．反面，FEMは分布ばねジョイント要
素を導入することで，不連続面の位置が事前に既知である場合の連続体の問題には適用
できるが，すべり線の発生位置が不明であるような場合や空隙の変化を伴う緩みの現象，
大変形による局所的，全体的な崩壊などの現象の再現には不適当である．本研究で解析
手法として用いた個別要素法（DEM）は，地山の物性を定量的に評価する上で多くの
課題を有しているが，不連続体としての定性的な挙動を把握するのに適している． 
本章では，DEMについての定式や,DEMを用いる利点,解析の流れなどを説明する. 
 
DEM では様々な形状の要素が用いられているが，粒状体をモデル化するための要素
として開発された円要素には次のような利点がある． 
① DEM 解析では演算時間の大半を接触判定に費やすが，円形要素は他の要素に比
べて接触判定が非常に容易であり計算時間に関する優位性がある． 
② 多角形要素や多面体要素では計算時の要素隅角部のわずかなかみあいが結果に
大きな影響を及ぼすこと，要素の配置形状が破壊面に重大な影響を及ぼすことな
どの問題があるのに対し円要素ではこのようなことがない． 
③ 円形要素をランダムに配置することは比較的容易であるが，これにより潜在的な
弱面を形成させないことが可能なため，破壊面が想定できない場合や初期不連続
面が顕著に存在しない場合にも有利である． 
④ 円形要素の接触面に分布ばねを採用することによって，円形要素を用いて岩盤ブ
ロックのモデル化や曲げ部材のモデル化が可能となる 
このため，斜面崩壊問題等で対象となる岩盤ブロックや初期状態は連続体とみなすべ
き地山やコンクリート構造物など，円形でない対象物も円形要素を用いてモデル化する
ことは非常に有効である． 
 
3.2 解析の流れ 
DEM は，各要素を剛体と考え剛体要素と剛体要素の間に仮想的なばねとダッシュポ
ットを配し，要素同士の接触を考慮しながら時々刻々の要素の運動を追跡する解析手法
である．この手法は有限要素法や境界要素法のような連続体を解析する手法ではなく，
粒状材料集合体の動的挙動を扱うのに適している．様々な崩壊現象を計算機上で模擬し
得る可能性を持ち，モデル形状や条件を自在に設定できるだけでなく，室内実験や現実
の地山や構造物では測定が困難なものでも容易にシュミレートできるという利点を持
25 
 
つ．また，その理論や計算技法や構成式などが非常に平易であるため，境界条件等の設
定や力，変位，要素の回転角などの必要なデータの出力が容易である．ここで，図 3.1
に DEM解析のフローを示す． 
 
 
 
図 3.1 DEM解析のフロー図 
 
3.3 本研究で用いた定式 
 
以下では要素間の記述は円形要素－円形要素間を主体とし，円形要素－直線境界間に
ついては記述を省略する部分もある．そのような部分は円形要素－円形要素間の記述を
少し修正するだけで済むからである． 
 
（a）運動方程式と球解 
円形剛体要素について，次の運動方程式が成り立つ． 
 
xFxm =  
yFym =                               (3.1) 
MI =θ  
 
ここで，mは質量， I は慣性モーメント， x および y は要素中心の x方向並進加速
度および y方向並進加速度，θ は要素中心周りの回転角加速度， xF および yF は要素に
DEM要素の初期配列 
運動方程式 
DEM要素の移動 
各 DEM要素の合力を算定 
DEM要素間の力を算定 
DEM要素間の接触量・回転を算定 
END 
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作用している力の x方向成分および y方向成分，M は要素中心回りの回転モーメント
をそれぞれ表す．回転は反時計回りを正とする． 
これより，時刻 tにおける要素の加速度が次式で算出される． 
 
mFx txt )()( =  
mFy tyt )()( =                          (3.2) 
IM tt )()( =θ  
 
微小な時間増分 t∆ 後の時刻 tt ∆+ における要素の速度は次式に示すように前進 Euler
型の差分近似式で求められるものとする． 
 
txxx tttt ∆⋅+=∆+ )()()(   
tyyy tttt ∆⋅+=∆+ )()()(                       (3.3) 
ttttt ∆⋅+=∆+ )()()( θθθ   
 
ここで，xおよび yは要素中心の x座標および y座標，θは要素中心回りの回転角を
それぞれ表す． 
時刻 tt ∆+ における要素の変位は次式に示すように後退Euler型の差分近似式で求め
られるものとする． 
 
    txxx ttttt ∆⋅+= ∆+∆+ )()()(   
    tyyy ttttt ∆⋅+= ∆+∆+ )()()(                       (3.4) 
    tttttt ∆⋅+= ∆+∆+ )()()( θθθ   
 
ここで，xおよび yは要素中心の x座標および y座標，θは要素中心回りの回転角を
それぞれ表す．並進方向成分と回転方向成分の次元を同一に表示するため，例えば，式
（3.2）における回転方向の式を次のように表すこともできる． 
    2
)(
2
)(
)( rI
F
rI
rM
r ttt
θθ ==                        (3.5) 
  
ここで， θF は要素中心回りの回転モーメントM を要素半径 rで除したものであり，要
素に作用している力の回転方向成分を表す． 
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（b）相対変位増分 
円形要素 （半径 ）と円形要素 （半径 ）の間に，図 3.2
に示すように，接触点を原点として要素 の中心から要素 
の中心へ向かう方向およびこれと直交する方向に一致する
局所座標 sn − を定義し，n軸と x軸とのなす角をϕとする．
このとき，時間増分 t∆ に対する円形要素間相対変位増分は
次式で求められる． 
      
 






∆+∆
+






∆−∆
∆−∆






−
=






∆
∆
jjiiji
ji
rryy
xx
v
u
θθϕϕ
ϕϕ 0
cossin
sincos
            (3.6) 
 
ここで， u∆ は法線方向の相対変位増分（接近が正）， v∆ は接線方向の相対変位増分
（要素 iに対して要素 jが s+ 方向に相対的に移動する場合が正）， ix∆ ， iy∆ ， iθ∆ は円
形要素 iの並進方向および回転方向の変位増分， jx∆ ， jy∆ ， jθ∆ は円形要素 jの並進方
向および回転方向の変位増分をそれぞれ表す． 
 
（c）作用力 
要素への作用力は重力と外力と接触抗力の
合力で与える．接触抗力は接触している要素間
に設けるばねとダッシュポットに生じる要素
間の相対変位と相対変位速度で決定する． 
これらは，図 3.3に示すように，法線方向と
接線方向にそれぞれ並列配置する． 
 
 
 
 
接触する 2要素間の接触抗力の法線方向成分 Pは次式で与えられる． 
 
     
                          (3.7) 
     
 
)()()( tdtet PPP +=
uKPP nttete ∆+= ∆− )()(
tuP ntd ∆∆=η)(
図 3.2 要素間の局所座標 
図 3.3 要素間モデルの模式図 
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ここで， は法線方向ばね（ばね係数 ）の弾性抗力， は法線方向ダッシュポッ
ト（粘性係数 ）の粘性抗力を表す． 
接触する 2要素間の接触抗力の接線方向成分 は次式で与えられる． 
 
    )()()( tdtet QQQ +=  
    vKQQ sttete ∆+= ∆− )()(                       (3.8) 
    tvQ std ∆∆=η)(  
 
ここで， eQ は接線方向ばね（ばね係数 sK ）の弾性抗力， dQ は接線方向ダッシュポ
ット（粘性係数 sη ）の粘性抗力を表す． 
式（4.2）の力の成分 xF および yF は )(tP および )(tQ を座標変換し，重力と外力に加え
ることによって求められる．回転モーメントM は )(tQ と要素半径との積で求められ，
式（3.5）の力の回転成分 θF は )(tQ より求められる．他の要素とも接触している場合は，
さらに足し合わされる．  
 
（d）接触状態の判定 
時刻 tにおける円形要素 iと jの間の接触状態は以下のように判定する（要素中心間距
離を ijD とする）． 
 
     直前（時刻 tt ∆− ）が非接触状態のとき 
       jitij rrD +>)(  ならば 非接触状態 
       jitij rrD +≤)(  ならば 接触状態 
直前（時刻 tt ∆− ）が接触状態のとき 
       ijtDte AP σ−≥)(  ならば 接触状態 
       ijtDte AP σ−<)(  ならば 非接触状態 
 
ここで， tDσ は粒子間引張強度， ijA は要素間の有効接触面積（定義式は後述）を表
す． 
非接触状態のときは弾性抗力も粘性抗力も働かないものとし， 
 
0)()()()( ==== tdtetdte QQPP                    (3.10) 
 
接触状態のときの接線方向の抗力はせん断変形に対する摩擦力によって生じるもの
とし，クーロン則によって次のように限界が定められるものとする． 
eP nK dP
nη
Q
(3.9) 
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      )()( teDte PQ ⋅> µ のとき 
      )()()()( teteteDte QQPQ ⋅⋅= µ                   (3.11) 
      0)( =tdQ  
 
ここで， Dµ は要素間摩擦係数であり，要素間摩擦角 Dφ より与えられる（ DD φµ tan= ）． 
 
（e）材料定数 
半径 r，質量密度 Dρ ，奥行長 lの円形要素の質量mと慣性モーメント I は次式で与
えられる． 
 
     lrm D
2πρ=   ， 22mrI =                  (3.12) 
 
法線方向ばねのばね係数 nK と法線方向ダッシュポットの粘性係数 nη は以下の式で
定められるものとする． 
 
円形要素－直線境界間 
       lkK nn 2=  
       mKh nnn 2=η  
円形要素 i－円形要素 j間 
       )( jiijnn rrAkK +=  
       )(2 jijinnn mmmmKh +=η  
 
ここで， nk はもともと円形弾性体の接触による弾性変位を円形剛体間のばねの弾性
変位で表すための仮想的な縦弾性係数（以下，仮想縦弾性係数）， ijA は接触面の有効面
積であり次式で定義する． 
 
     { }

⋅
⋅
=
ji
ij rrl
rl
A
,min2
2
                      (3.15) 
ここで， { }ba,min は aとbのうちの小さい方を意味する．また， nh は法線方向減衰
定数であり，次式で与えられる． 
 
{ }222 )(ln)(ln eehn += π                     (3.16) 
(3.13) 
(3.14) 
（円形要素－円形要素間） 
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ここで，（ eln ）は反発係数の自然対数である． 
式（3.16）の特別な場合として，半径も質量も等しい 2つの円形要素間では次式が成り
立つ． 
 
lkK nn =  
mKh nnn 2=η  
従ってこのとき，円形要素－直線境界間の法線方向ばね係数および法線方向粘性係数に
比べ，それぞれ 21 倍および 21 倍になる． 
 接線方向の係数については，逓減率 sによって次のように与えられるものとする． 
 
     sKK ns ⋅=  
sns ⋅= ηη  
 
（f）時間増分 
運動方程式の求解は前進差分型の陽解法であるため，解の安定条件から，次式に示す
ように時間増分 t∆ は限界時間増分 CRITt∆ より小さくしなければならない． 
 
   CRITtt ∆<∆   ，  [ ]nnCRIT Kt ηmin=∆              (3.19) 
 
ここで， [ ]amin はパラメータaの値の中の最小値を意味する．Cundall1) & Strack2)は 1
質点系の解の安定条件から限界時間増分 nCRIT Kmt 2=∆ を求めており，それが一般的
な指標になっている．しかし，これは円形要素－直線境界間に対するものであり，半径
も質量も等しい 2つの円形要素間では式（3.17）から分かるとおり，円形要素－直線境
界間の場合よりも小さく， 21 倍になる．従って，限界時間増分は上式（3.19）で定
義すべきである．上式と同様の式 nn Kt η<∆ を使う方が便利であると木山・藤村 3)が言
及しているが，便利というより使わなければならないというべきである． 
 また，1解析ステップ中に隣接要素を通り抜けるほど大きな移動量が生じないよう
にするため，次のように設定する必要もある． 
 
   


 +<∆ 222min yxrt                       (3.20) 
 
ここで，右辺の項が上述の限界時間増分より小さければ，これが限界時間増分となる． 
時間増分 t∆ を小さくするほど解の安定性がよくなり差分近似誤差も減少するが，所
期の時刻に至るまでの解析ステップ数が増加するため，演算時間の増大と演算誤差の累
(3.17) 
(3.18) 
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積増を招く．そこでこれまでの経験から，通常，時間増分 t∆ は限界時間増分 CRITt∆ の
1/5～1/20程度に設定する． 
一般的には，仮想縦弾性係数 nk を実際の弾性変形係数より小さくしたり，円形要素
の径を実際の粒子径より大きくしたりして限界時間増分を大きくしなければ，実用的な
時間内に解くことができない場合も多い． 
 
【参考文献】 
 
1) Cundall P.A.：A computer model for simulating progressive,large-scale movements in 
blocky rock systems, Proceedings of Symposium of International Society of Rock 
Mechanics,At Nancy，France, Volume：1，pp.129-136，1971． 
 
2) P. A. Cundall and O. D. L. Strack：A discrete numerical model for granular assemblies,，
Géotechnique，Volume 29，Issue 1，pp. 47 -65，1979． 
 
3) 木山英郎，藤村尚：カンドルの離散剛要素法を用いた岩質粒状体の重力流動の解析，
土木学会論文報告集，第 333号，pp.137-146，1983． 
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第 4章 DEMによるコピー用紙，アルミ棒積層体のモデル化 
 
4.1 概要 
本章では，アルミ棒積層体模型実験を DEM解析で再現する上での物性値の設定につ
いてまとめる. 
まずコピー用紙については，実験，解析でたわみ試験を行い，DEMにおける吹付け
支保の曲げ剛性，軸剛性をコピー用紙のものと近くなるようにトライアルで設定した．
続いて，アルミ棒積層体のモデル化については，過去に行われたアルミ棒積層体の単純
せん断試験を DEMで再現し，実験結果と解析結果が近くなるようにトライアルで設定
した．  
 
4.2 実験によるたわみ試験 
4.2.1 実験方法 
以下の手順で実験を行った.  
① コピー用紙をハサミで切り，所定の寸法に合わせる． 
② コピー用紙の一端に重りを載せて固定し,自重でたわませる（写真 4.1）. 
③ ノギスでたわみ量を測定（写真 4.2）. 
また，測定は同じ寸法のもので 2枚ずつ行い，2枚の値のずれが大きい場合はやり直
した. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
写真 4.1 たわみ試験 写真 4.2 たわみ量の測定 
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表 4.1 たわみ試験結果 
図 4.1 たわみ試験結果 
0
20
40
60
80
100
0 2 4 6
たわみ量 
(mm) 
L4(mm4) 
L=75～100 
L=100～130 
L=130～150 
(×108) 
4.2.2 実験結果 
たわみ試験の結果を表 4.1に，コピー用紙の長さとたわみ量の関係を図 4.1に示した. 
 弾性係数算出の手順を以下に示す． 
 
片持ち梁の等分布荷重の公式 
δ=wl4/8EI より 
E=wl4/8Iδ 
w：幅当たりの等分布荷重(N/mm)，E：弾性係数(N/mm2)，I：断面二次モーメント(mm4)，
δ：たわみ量(mm)，l：紙の長さ(mm)       以上より弾性係数 Eを算出した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
  
長さ L (mm) たわみ(mm) 弾性係数E (N/mm2) 
75 7.88 5515 
90 15.23 5566 
100 21.40 6031 
110 31.40 6020 
125 54.43 5790 
130 62.25 5892 
140 77.00 6439 
150 90.00 7259 
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表 4.1より，L=100～130で弾性係数 Eの値は安定していることが分かり，図 4.1よ
り L=100～130でたわみ量とコピー用紙の長さ Lは比例関係にあることが分かる. 
したがって，以下のことがいえる． 
① Lが小さいとたわみ量 δが小さくなり測定誤差が大きくなる． 
② Lが大きいとたわみ量 δが大きくなり微小変形の公式に当てはまらなくなる． 
よって，L=100～130の結果を適用し,コピー用紙の弾性係数 E=6000(N/mm2)とする. 
 
4.3 コピー用紙のモデル化 
吹付け支保の弾性率が，コピー用紙の弾性率（E=6000(N/mm2)）と近くなるようにト
ライアルで物性値を設定する. 
ところで，コピー用紙でモデル化する吹付けの解析上のモデル化は，円形粒子をリン
グ状に一列に配置し，接触面に分布ばねを配置することで連続体の支保とする．したが
って，円形粒子の直径が支保の厚さに相当する．円形粒子の直径はコピー用紙の厚さ
（0.09mm）に設定しているため，弾性率が一致すれば，曲げ剛性 EI，軸剛性 EA も一
致する． 
 
4.3.1 DEMによるたわみ試験 
解析での吹付け支保の物性を設定するために，実験と同様に DEMでたわみ試験を行
った．図 4.2のように左端の円を固定して自重でたわませ，右端の円の y座標の変位（δ）
を確認することで弾性率を求める． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 4.2 たわみ試験 
l 
δ 
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表 4.2 吹付け支保物性値 
表 4.3 吹付け支保剛性 
4.3.2 吹付け支保の物性値 
DEM 解析における吹付け支保の弾性率がコピー用紙のものと近くなるようにトライ
アルを行った結果，吹付け支保の物性値を表 4.2のように設定した場合が最もコピー用
紙の剛性に近くなったので，吹付け支保の物性値としてこの値を設定した.結果として，
吹付け支保の剛性は表 4.3のようになった. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 記号 単位 吹付け円要素 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 6000 
反発係数 E  0 
仮想せん断弾性係数比 S  0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 無限 
要素間摩擦角 φD o 50 
要素間引張強度 σtD N/mm2 1000 
単位体積重量 γ N/mm3 6.97×10－6 
 記号 単位 コピー用紙 吹付け支保 
弾性率 E N/mm2 6000 5760 
曲げ剛性 EI mm4 0.37 0.35 
軸剛性 EA N 540 518 
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図4.3 実験データ 
表 4.4 地山物性 
4.4 DEMによる単純せん断解析 
アルミ棒積層体のモデル化として，DEM による単純せん断試験を行った．単純せん
断試験とは，直方体の供試体の上下面に垂直力と水平せん断力を加えて，上下面を平行
に保った状態で単純せん断変形を生じさせる試験である． 
既往の研究のアルミ棒積層体を用いた単純せん断試験の結果 1)と今回の解析結果を
比較し，仮想縦弾性係数 Knと要素間摩擦角 φの設定値を決定した． 
 
4.4.1 アルミ棒積層体を用いた実験結果 
アルミ棒積層体を用いた単純せん断試験は写真 4.3のような四面を板で囲み，平行四
辺形に変形できる型の単純せん断試験機が用いられた．地山の物性値は表 4.4に示す通
りである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また,この実験データである図 4.3 は数値としては残っていないためトレースしたも
のを解析結果と比較した. （図 4.4,図 4.5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
材質 アルミ合金 
長さ(mm) 100 
径(mm) 1.6 : 3.0 
重量比 3 : 2 
単位体積重量(kN/m3) 21.4 
粘着力(N/mm2) 0 
内部摩擦角(°) 30 
写真 4.3 単純せん断解析 
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図 4.4 せん断抵抗の変化 
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図 4.5 試料の体積変化 
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50mm
50mm 
図 4.6 単純せん断試験モデル 
載荷板円要素 
表 4.5 解析物性値 
4.4.2 解析方法 
単純せん断試験のモデルは図 4.6のように縦 50mm，横 50mmであり，物性は表 4.5
の通りである．載荷板円要素の物性は既往の研究 2)を参考にした．解析の便宜上,地山
円要素の径は,解析時間を短縮するために実際のアルミ棒の径の 2倍の 3.2mm，6.0mm
のものを 重量混合比 3:2で配置した.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 記号 単位 地山円要素 載荷板円要素 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 100, 200, 500, 1000 5000 
反発係数 e  0 0 
仮想せん断弾性係数比 s  0.25 0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 0 5.1 
要素間摩擦角 φD o 3, 6, 12, 24 28 
要素間引張強度 σtD N/mm2 0 0 
単位体積重量 γ N/mm3 2.14×10－5 2.14×10－5 
要素の回転速度  °/s 自由 0 
径  mm 3.2 , 6.0 3.2 
ステップ毎の時間増分  sec 1.0×10-7 
解析ステップ数   145000000 
側板の回転速度  °/s 1 
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表 4.6 解析ケース 
-0.5
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せん断ひずみν(%) 
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Kn=200
Kn=500
Kn=1000
実験データ 
図 4.7 要素間摩擦角φ=3° 
まず，底面と側板の固定線要素を配置し箱型のモデルを作る．その後，半径 3.2mm
と6.0mmの地山要素を重量混合比3:2の割合で箱型のモデルの中の入る様にランダムに
配置する．そして自重解析を行ってパッキング（重力下で粒子を安定させて初期状態を
作る）する．粒子の最大速度が 0.1mm/sec 以下に収束したら余分な要素を削除し,再度
収束させる．この際は，地山材料が詰まる様に要素間摩擦角を φ＝0.1°にする． 
全要素が収束した後，載荷板要素を作り載荷板要素と地山要素間の間隙を出来る限り
自由円要素で埋め，その後要素間摩擦角を物性表の値に戻して,載荷板要素に上載圧を
かける．上載圧は実験同様に σ＝0.01N/mm2とした．また，せん断モデルの変形が平行
四辺形を維持するように上載板の角速度を 0.0°/secとし,側板の回転速度は 1.0°/secとし
た．せん断力の測定は 0.05secごととし，せん断ひずみが 25%に達するまでせん断を続
けた． 
解析ケースは表 4.6に示す通りである. 
 
 
 
 
 
 
4.4.3 解析結果 
① せん断抵抗の変化 
要素間摩擦角 φを決定するためにせん断抵抗の変化を実験データと比較する.縦軸は
垂直応力 σとせん断応力 τの比 τ/σ，横軸はせん断ひずみ γ（%）とする．せん断抵抗が
変化するせん断ひずみ 0.65％までの結果と解析結果を比較する. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 記号 単位  
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 100, 200, 500, 1000 
要素間摩擦角 φD o 3, 6, 12, 24 
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図 4.10 要素間摩擦角φ=24° 
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図 4.9 要素間摩擦角φ=12° 
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図 4.8 要素間摩擦角φ=6° 
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図 4.11 要素間摩擦角φ=12° 
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以上の結果より,要素間摩擦角 φ=12°の場合が最も実験データに近い値となったので
地山の物性値として採用する。 
 
②試料の体積変化 
 せん断抵抗の変化の結果より要素間摩擦角 φ=12°と決定したので,続いて試料の体積
変化を実験データと比較することで仮想縦弾性係数 Kn を決定する.縦軸は体積の変化
率⊿V/V（%），横軸はせん断ひずみ γ（%）とする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の結果より,Kn=1000 が最も実験データに近い値となった。したがって単純せん
断解析の結果より， Kn＝1000 N/mm2，要素間摩擦角 φ=12°を地山の物性値として用い
る． 
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表 4.7 解析で用いる物性値 
4.5 まとめ 
DEMによる再現解析で用いる物性値は表 4.7のように決定した. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考文献】 
5） 村山朔郎：砂層内局部沈下部にかかる垂直土圧，京大防災研究所年報 第 11号 B，
pp.549-565，1968． 
 
6） 今井明士：個別要素法による多段降下床モデルのシミュレーション解析，首都大学
東京修士論文，2012． 
 
  
 記号 単位 吹付け円要素 地山円要素 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 6000 1000 
反発係数 e  0 0 
仮想せん断弾性係数比 s  0.25 0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 無限 0 
要素間摩擦角 φD o 50 12 
要素間引張強度 σtD N/mm2 1000 0 
単位体積重量 γ N/mm3 6.97×10－6 2.14×10－5 
径  mm 0.09 1.6, 3.2 
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図 5.1 解析モデル 
50mm 
400mm 
図 5.2 吹付け支保モデル 
0.09mm 50mm 
第 5章 DEMによるアルミ棒積層体模型実験の再現解析 
 
5.1 概要 
本章では，DEMによるアルミ棒積層体模型実験の再現解析の方法と結果についてまとめ
る．トンネル掘削前後の周辺地山の応力状態，簡易的な計算による支保の軸力の理論値と
の比較，支保の崩壊挙動などに着目する． 
 
5.2 解析モデル 
解析モデルは,下方領域，側方領域,トンネル径いずれも実験と同様のものとし,土被りも
1D，2D，3Dの 3ケースで行った．図 5.1に土被り 3D時の全体のモデル,図 5.2に吹付け
支保のモデルを示す.また,地山円要素の径は,実際のアルミ棒の径と同様の1.6mm，3.0mm
のものを，実験と同様に重量混合比 3:2で配置した.第 4章の単純せん断試験では，地山円
の径は実際のアルミ棒の径の 2倍であったが，既往の研究 1)より，アルミ棒の径を 2倍にし
ても結果に及ぼす影響は小さいことが確認されている．  
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表 5.1 解析に用いる物性値 
解析に用いる物性値を表 5.1示す．物性値の設定方法は第 4章に示した．  
 
 
 
  
5.3 解析方法 
① 粒子ランダム配置 
実験層となる線要素を生成し，径 1.6mm，3.0mmの粒子を重量混合比 3:2の割合で
ランダムに配置する． 
② パッキング 
ランダム配置した，地山となる円要素を要素間摩擦角 φ=1°の状態で自由落下させた．
本解析での要素間摩擦角は 12°だが,要素間摩擦角が大きいと，粒子間の摩擦や実験槽と
の摩擦のために地山要素が密に詰まらないため,パッキングでは要素間摩擦角を小さく
設定した.地山要素の速度が 0.1mm/sec以下に収束したらパッキングを終了する. 
③ 切羽作成 
切羽部となる地山の要素をトンネル径よりやや大きく消去し,切羽を作成する.  
④ 再パッキング 
吹付け円を固定した状態で再びパッキングを行う.その際,最初のパッキングと同様
に要素間摩擦角 φ=1°の状態で自由落下させた．地山要素の速度が 0.1mm/sec以下に収
束したらパッキングを終了する. 
⑤  ⑥土被りを調節し，吹付け円を変位可能にして解析 
土被りを所定の高さにし,地山要素の要素間摩擦角を元に戻して収束させた後に，吹
付け円の変位が可能になるように設定して本解析を開始する.  
  
 記号 単位 地山円要素 吹付け円要素 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 1000 6000 
反発係数 e  0 0 
仮想せん断弾性係数比 s  0.25 0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 0 無限 
要素間摩擦角 φD o 12 50 
要素間引張強度 σtD N/mm2 0 1000 
単位体積重量 γ N/mm3 2.14×10-5 6.97×10-6 
要素径  mm 3.2 , 6.0 0.09 
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① 粒子ランダム配置 ② パッキング(地山作成) 
⑥解析開始 ⑤土被り調節(吹付け円は拘束) 
④再パッキング ③切羽作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 5.3 解析方法 
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5.4 解析結果 
5.4.1 変位 
 図 5.4に変位図を示す．コンターの値は全ケースで統一してある． 
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土被り 3D 土被り 2D 土被り 1D 
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土被り 3D 土被り 2D 土被り 1D 
＜ケース 2＞ 
並進変位 
（mm） 
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0.8 
0.6 
0.4 
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0.0 
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実験と同様に，ケース 1～5（縦横比 0.5～1.0）では全て自立し，図 5.4に示したように，
変位は非常に小さく無視できるほどである．また，実験で唯一崩壊したケース 6（縦横比
0.4）では，解析でも同様に崩壊した．しかし，ケース 6の土被り 1Dでは実験で自立する
ケースも見られたが，解析では地山円の配列を変えて複数回同様の解析を行っても常に崩
壊したため，この点は実験と解析で異なる結果となった． 
土被り 3D 土被り 2D 土被り 1D 
＜ケース 4＞ 
図 5.4 変位図 
土被り 3D 土被り 2D 土被り 1D 
＜ケース 5＞ 
土被り 3D 土被り 2D 土被り 1D 
＜ケース 6＞ 
並進変位 
（mm） 
1.0 
0.8 
0.6 
0.4 
0.2 
0.0 
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5.4.2 周辺地山の接触圧 
続いて,自立したケース 1～5（縦横比 0.5～1.0）における土被り 3D時の掘削前後の接触
圧図を図 5.5 に示す．各ケースでトンネル上部の高さが違うため土被り荷重は異なるが，
比較しやすくするために，ここでは全ケースで接触圧図のコンターの値を統一した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
接触圧 
（N/mm2） 
7.0E-3 
1.0E-3 
＜ケース 1＞ 
掘削後 掘削前 
＜ケース 2＞ 
掘削後 掘削前 
＜ケース 3＞ 
掘削後 掘削前 
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図 5.5より，土被り3D時における掘削前後のトンネル周辺の地山の接触圧を比較すると，
ケース 1～3ではやや不明瞭ではあるが，掘削後の周辺地山の接触圧が減少していることを
確認できる．特にケース 4，5においては掘削前後の変化が明瞭であり，緩み領域が形成さ
れていることを確認できる． 
今回の実験ケースでは，掘削前後の周辺地山の接触圧の変化（緩み領域の形成）は土被
り 1D，2D では不明瞭であった．したがって，緩み領域の形成には十分な土被りが必要で
あると考えられるため，模型実験の際に追加として実施した大土被りでの掘削模擬を解析
でも実施した．その結果を図 5.6に示す． 
図 5.6 では，緩み領域の形成を明確に把握できるように，各ケースで接触圧のコンター
の最大，最小を調整した．各ケースによって土被りが異なるのは，解析上で使用できる円
要素の数は限りがある（80000個）ためである． 
また，ケース 5は実験では土被り 7Dで自立したが，解析では土被り 6Dまでしか自立し
なかったため，土被り 6D時の結果を載せた．ここは実験と解析で異なる点である． 
  
図 5.5 土被り 3D時の周辺地山の接触圧 
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＜ケース 1-土被り 10D＞ 
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図 5.6 に示すように，大土被りでは掘削前後の接触圧の変化が明確に表れており，緩み
領域が形成されていることを確認できる．また，土被り 3D時でも見られたが，特にケース
5（縦横比 0.5）などの扁平断面では，曲率が大きい箇所に応力が集中していることを確認
できる．  
 
＜ケース 4-土被り 9D＞ 
掘削前 掘削後 
＜ケース 5-土被り 6D＞ 
掘削前 掘削後 
図 5.6 大土被りにおける掘削前後の接触圧 
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5.4.3 支保の軸力 
 続いて，支保の軸力に着目する．軸力は支保の接触圧から算出した．図 5.7 に示す簡易
的なモデルで DEMでの接触圧の算出方法を求めた．図 5.7の円要素の単位体積重量は非常
に小さく設定しているため，荷重 Pが軸力となる．結果として，DEMにおける軸力の算出
の式は以下の通りである．この式は円要素を 1列に配置した場合にのみ適用できる． 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自立したケース 1～5（縦横比 0.5～1.0）の支保の軸力を図 5.8に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
⇒軸力 N = 𝜋D2 𝜎 
𝜎 =接触圧 
𝐷 =円要素の直径 
荷重 P 
接触圧 σ = 2𝑃
𝜋D 
図 5.7 簡易的なモデル 
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図 5.8より，ケース 4，5ではややばらつきはあるが，各ケースにおいて，トンネル各部
の軸力は概ね等しいことが分かる．  
  
図 5.8 支保の軸力 
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5.4.4 理論値との比較 
 簡易的な計算（図 5.9）として，土被り荷重全てが支保に作用した場合の S.L.の軸力と，
解析結果の S.L.軸力を比較した（図 5.10）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.10より，土被りが増加するほど，支保に作用する荷重の割合が減少していくことが
分かる．したがって，土被りが十分にある場合はグラウンドアーチが形成され，その効果
により支保に作用する土圧が低減していると考えられる． 
  
図 5.9 半円アーチの軸力 
図 5.10 S.L.の軸力の比較 
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56 
 
5.4.5 実験，解析の崩壊挙動の比較 
実験，解析ともに崩壊したケース 6（縦横比 0.4）での崩壊挙動を比較する．解析での崩
壊挙動も，実験と同様に天端部，又はインバート部からの座屈破壊の 2パターンとなった．
図 5.11，図 5.12にそれぞれ示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
天端部からの座屈破壊に関しては，図 5.11のように，崩壊の際の地山と支保が離れる瞬
間を解析でも再現できており，インバート部からの座屈破壊に関しても，概ね再現できて
いる． 
したがって，実験と解析でいくつか異なる結果はあったが，解析での崩壊挙動を見る限
り，解析結果の妥当性に関しては概ね問題ないといえる． 
 なお，今回の実験では，吹付けをコピー用紙でモデル化しているため，曲げ引張りやせ
ん断での破壊は生じないモデル化となっている．しかし，今回の結果から実験上及び解析
上のモデル化の諸元を合わせることができれば，実際の破壊挙動も DEMで再現できる可能
性があると考えられる． 
  
図 5.11  崩壊挙動（天端部からの座屈破壊） 
実験 解析 
図 5.12  崩壊挙動（インバート部からの座屈破壊） 
解析 実験 
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5.5 まとめ 
自立したケース 1～5（縦横比 0.5～1.0）において，土被りが十分にある場合は，掘削後
にトンネル周辺に緩み領域が形成されており，また，S.L.の位置の軸力から，土被り荷重の
大部分は地山が負担していることが分かった．したがって，土被りが十分にある場合はグ
ラウンドアーチの効果により支保に作用する土圧が低減されていることを確認できた． 
また，接触圧図より，扁平断面では曲率が大きい箇所に応力が集中していることが分か
った．したがって，実験，解析ともに崩壊した縦横比 0.4では，断面が過度に扁平になり，
グラウンドアーチが形成されず，生じる曲げモーメントが大きくなり崩壊したと考えられ
る． 
以上より，アルミ棒積層体模型実験と DEMによる再現解析の結果，薄肉構造でも地山が
安定し，支保が支える土圧は地山が有する初期土圧よりも小さいことを示すことができた． 
 
 
【参考文献】 
7） 今井明士：個別要素法による多段降下床モデルのシミュレーション解析，首都大学東京
修士論文，2012． 
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第 6章 DEMによる地山，覆工コンクリートのモデル化 
 
6.1 概要 
本章では，トンネル覆工の破壊挙動を再現する上での物性の設定についてまとめた．ま
ず，DEMによる現実の施工を考慮した実規模の寸法への領域拡大を行うにあたって，現実
の地山物性を解析に反映させるために，DEMによる三軸圧縮試験解析を行った．三軸圧縮
試験では，個別要素法を用いた低強度地山における曲面切羽の安定性に関する検討 1)を参考
にした． 
 続いて，覆工コンクリートをモデル化するにあたって，DEMによる一軸圧縮試験解析を
行った．  
 
6.2 三軸圧縮試験 
6.2.1 解析モデル 
 はじめに DEMによる三軸圧縮試験を行った．三軸圧縮試験は，いくつかの異なる圧力の
もとで試料土の圧縮強さを測定し，土のせん断強さに関する強度定数を求める試験である．
通常の地盤や岩盤の三軸圧縮試験の供試体は直径 50mm，高さ 100mm 程度であるが，粒
状体地盤の場合，粒子径の大きさの影響が大きくなるため，粒子径の大きさに応じて供試
体サイズを大きくする．解析モデルの寸法は，地山円要素の配列による影響を少なくする
ために，図 6.1のように縦 20m，横 10mの二次元三軸圧縮試験とし，地山円要素径に対し
て十分な大きさとした．  
三軸圧縮試験で用いられる側面ゴムの物性は表 6.1に示す．側面ゴム要素には大きな許
容引張応力を与え切断しないように設定した．側面ゴム要素と地山要素間，側面ゴム要素
と線要素間の解析物性値は地山要素の解析物性値と同じである.また，その他の設定値は表
6.2の通りである．  
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表 6.1 側面ゴム要素に関する解析物性値 
表 6.2 その他の設定値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 記号 単位 ゴム円要素 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 15 
反発係数 e  0 
仮想せん断弾性係数比 s  0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 無限 
要素間摩擦角 φD o 50 
要素間引張強度 σtD N/mm2 6.0 
単位体積重量 γ kN/m3 21.0 
要素径  m 0.1 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 その他設定値 
地山要素径(m) φ1=0.32 , φ2=0.6 
地山重量混合比 φ1:φ2=3 : 2 
ステップ毎の時間増分（sec） 1.00×10－5 
計算ステップ数 750000 
図 6.1 DEM三軸圧縮試験モデル 
10m 
20m 
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6.2.2 解析方法 
はじめに，底面の固定線要素と側面ゴム要素を配置し，要素を固定して箱型のモデルを
作る．その後，要素径 0.32m と 0.6m の地山要素を重量混合比 3:2 の割合で箱型のモデル
の中の入る様にランダムに配置する．そして自重解析によってパッキングを行い，地山要
素の最大速度がある程度小さくなったら余分な要素を削除し収束させる．その際，5.3に示
した理由から，地山要素間，地山要素と側面ゴム要素間の要素間摩擦角を φD＝1°にする． 
全要素が収束した後，上板要素を作り上板要素と地山要素間の間隙を出来る限り自由円
要素で埋め，その後側面ゴム要素の固定を解除し，自由にして側圧を載荷する．この際，
側面ゴム要素の最も下の円要素だけは動かないように固定する．側圧は 0.2MPa，0.3MPa，
0.4MPaの 3パターンであり，解析物性値である仮想弾性係数 kn，要素間粘着力 cD，要素
間摩擦角 φD，要素間許容引張強度 σtDを変化させる． 
三軸試験の軸ひずみ速度は 1%/minであるが，本解析では解析時間を考慮して上板要素の
降下速度を 0.2m/sec（1%/sec）とした．また，反力の測定は軸変位量 0.1%ごととし，軸ひ
ずみが 7.5%に達するまで上板要素を降下させた． 
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表 6.4 地山等級 DⅡを再現する際の解析物性値 
6.2.3 解析結果 
再現する対象となる地山物性値は地山等級 DⅡとし，その値を表 6.3に示す 2)．地山円要
素の解析物性値をトライアルで設定した結果，地山等級 DⅡを再現する際に用いた解析物性
値は表 6.4 のようになった．地山円要素と線要素間の材料定数は地山円要素の材料定数と
同じである. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 地山物性値 
弾性係数(N/mm2) 150 
ポアソン比 0.35 
粘着力(N/mm2) 0.2 
内部摩擦角(°) 30 
引張強度(N/mm2) 0.04 
単位体積重量(kN/m3) 21.0 
 記号 単位 円―円要素間 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 275 
反発係数 e  0 
仮想せん断弾性係数比 s  0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 0.6 
要素間摩擦角 φD o 30 
要素間引張強度 σtD N/mm2 0.6 
単位体積重量 γ kN/m3 21.0 
表 6.3 地山等級 DⅡにおける地山物性値 
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表 6.5 σ-εグラフから算出した各側圧における弾性係数 E 
① 軸応力の変化 
縦軸は圧縮軸力 σ（Pa），横軸は変量を供試体全長で除したひずみ ε（%）とし，σ-εグラ
フを図 6.2に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
側圧を σ3＝0.2,0.3,0.4MPaの 3種類で加圧，収束させた後，強制変位を 0.2m/secで垂
直方向に与えた．出力は軸ひずみ 0.1%ごととし，その時の軸応力を計測し縦軸とした． 
ピーク強度に達した後の軸応力は低下していき，残留状態に移行していく結果となった． 
図 6.2 より，初期立ち上がりから地山弾性係数 E を求める．3 種類の側圧でそれぞれ算
出し，最終結果はその平均とし，結果を表 6.5に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
表 6.5より，3つの平均値をとると，弾性係数 E=147.0（N/mm2）となる． 
  
 0.2MPa 0.3MPa 0.4MPa 
弾性係数 E(N/mm2) 142.8 148.7 149.5 
図 6.2 軸応力の変化 
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
0 2 4 6 8
軸応力 
σ1(MPa) 
軸ひずみ ε(%) 
0.2MPa
0.3MPa
0.4MPa
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図 6.3 DⅡ地山におけるモールの応力円 
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
せん断力 
τ(MPa) 
応力 σ(MPa) 
0.2MPa
0.3MPa
0.4MPa
線形近似 
y=0.64x + 0.19 
② モールの応力円 
図 6.2 より，異なった 3 つの側圧それぞれピーク時の軸応力を抜き出しそれを最大主応
力 σ1，側圧 σ3を最小主応力としモールの応力円を描くと次の図 6.3のようになる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
解析において内部摩擦角を求めるために，図 6.2と次式によりモールクーロンの円及び，
それに接する破壊包絡線を求める． 
�𝜎 −
𝜎1+𝜎3
2
�
2 + 𝜏2 = �𝜎1−𝜎3
2
�
2
，𝜏 = 𝑐 + 𝜎 tan𝜑                      
 
破壊包絡線は，まず 0.2MPaと 0.3MPaのモール円の接線，0.3MPaと 0.4MPaのモール
円の接線を求める．しかし各接線は線形ではないため 2 線の線形近似を図 6.3 における破
壊包絡線とした．近似直線より，この解析における地山粘着力 c，地山内部摩擦角 φを求め
る． 
 
近似直線より，破壊包絡線は 
τ = 0.64σ+ 0.19 
よって，粘着力 c=0.19（N/mm2），内部摩擦角 φ=33.0（°）となる． 
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表 6.6 各側圧におけるポアソン比 
図 6.4 DⅡ地山における軸ひずみ 7.5%時の供試体の変形 
図 6.5 ポアソン比の算出方法 
水平変位(m) 
③ 供試体の変形 
軸ひずみが 7.5%に達したときの供試体の変形状態を図 6.4に示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
供試体崩壊前の状態の横ひずみを算出し，地山のポアソン比を算出する．算出方法を図
6.5に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
3種類の側圧でそれぞれ算出し， 
結果を表 6.6に示す． 
 
 
 
 
 
  
 0.2MPa 0.3MPa 0.4MPa 
ポアソン比 0.68 0.67 0.84 
D2
D1
実線：変形前
点線：変形後
a) 側圧 0.2MPa b) 側圧 0.3MPa c) 側圧 0.4MPa 
ポアソン比 =縦ひずみ
横ひずみ
 
横ひずみ = 𝐷2 − 𝐷1
𝐷1
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表 6.6より，3つの平均値をとると，ポアソン比 ν=0.72と大きい値となった．この要因
としては解析上の寸法を縦 20m，横 10mとしたことが影響していると考えられる．供試体
の重量が大きいため側圧も 0.2～0.4MPaと大きく設定する必要があり，そのため破壊に至
るまでの横ひずみが小さいものになったと考えられる． 
供試体のせん断破壊の状況を見ると自重の影響は小さいように思えるが，寸法が大きく
なるほどセル上部と下部の重力差が大きくなる．自重を小さくして拘束圧と軸圧で cとφが
決まるようにしておいたほうが粒子物性としては正しいと考えられるが，仮想縦弾性 knを
変えずに自重を小さくした場合，時間刻みを細かく設定する必要があり，解析時間が長く
なることから，今回は実施しなかった．したがって，今回は表 6.4に示した物性を用いる． 
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表 6.7 地山等級 DⅡにおける地山物性値と解析結果値の比較 
6.2.4 まとめ 
前節より得られた結果と，地山等級 DⅡの地山物性値を比較した表を表 6.7に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊引張強度は，解析において算出できないので，記載していない． 
 
  
以上より，地山の物性値は表 6.7のように設定する．規則配列（正方格子配置）による
DEM解析では，仮想縦断性係数 knは，載荷を続けても破壊に至ることなく，載荷軸に直
角な方向への変形も生じない場合，弾性係数 E=knが成立する．また，引張強度σtと要素間
引張強度σtD,粘着力 cと要素間粘着力 cDの関係は，σt=σtD,c=cDとなる．しかし，不規則配
列では，ポアソン比の影響や一軸圧縮破壊，斜め方向への破壊を考慮しなければならない．
そのため，本解析のような地山を形成する円要素が不規則配列（ランダム配置）の場合，
上記の関係性は成立しない． 
 不規則配列の場合，解析結果に地山円要素の配列による影響が生じる．本解析では，そ
の影響を極力小さくするように解析モデルを作成したが，モデルの変更や様々な配列で
DEMによる三軸圧縮試験解析を行う場合，それぞれの関係性は変化してくるものと考えら
れる． 
  
 地山物性値 解析結果値 
弾性係数(N/mm2) 150 147 
ポアソン比 0.35 0.72 
粘着力(N/mm2) 0.2 0.19 
内部摩擦角(°) 30 33 
引張強度(N/mm2) 0.04 - 
単位体積重量(kN/m3) 21.0 21.0 
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表 6.8 各設定値 
6.3 一軸圧縮試験 
6.3.1 解析モデル 
 DEMによる一軸圧縮試験についてまとめる．一軸圧縮試験とは，側圧をうけない状態に
ある供試体の一軸圧縮強さを求めるものである．JISでは一軸圧縮試験の供試体は直径 100
～150mm，高さは直径の 2倍となっているが，解析モデルの寸法は，覆工円要素の配列に
よる影響を少なくするために，図 6.6のように縦 0.6m，横 1.2mの二次元一軸圧縮試験と
し，覆工円要素径に対して十分な大きさとした．解析の設定値は表 6.8の通りである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
覆工要素径(m) φ1=0.026 , φ2=0.050 
覆工重量混合比 φ1:φ2=3 : 2 
ステップ毎の時間増分（sec） 1.00×10－7 
計算ステップ数 70000000 
 
 
  
図 6.6 DEM一軸圧縮試験モデル 
0.6m 
1.2m 
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6.3.2 解析方法 
はじめに，底面と側面に固定線要素を配置し，箱型のモデルを作る．その後，要素径
0.026mと 0.050mの覆工円要素を重量混合比 3:2の割合で箱型のモデルの中の入る様にラ
ンダムに配置する．そして自重解析を行い，最大速度がある程度小さくなったら余分な要
素を削除し収束させる．また，三軸亜圧縮試験と同様に，覆工要素間，覆工要素と固定線
要素間の要素間摩擦角を φD＝1°にする． 全要素が収束した後，上板要素を作り上板要素と
覆工要素間の間隙を出来る限り自由円要素で埋め，側面の固定線要素を消去する．ここで
解析物性値である仮想弾性係数 kn，要素間粘着力 cD，要素間摩擦角 φD，要素間許容引張強
度 σtDを変化させる． 
JIS では，荷重を加える速度は圧縮応力が毎秒 0.6±0.4N/mm2となっているが，本解析
では解析時間を考慮して上板要素の降下速度を 0.0012m/sec（0.1%/sec）とした．また，反
力の測定は軸変位量 0.01%ごととし，軸ひずみが 0.7%に達するまで上板要素を降下させた． 
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表 6.10 覆工コンクリートを再現する際の解析物性値 
6.3.3 解析結果 
再現する対象となる覆工コンクリートの物性値を表 6.9に示す 3)．覆工円要素の解析物性
値をトライアルで設定した結果，覆工コンクリートを再現する際に用いた解析物性値は表
6.10のようになった．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
設計基準強度(N/mm2) 18.0 
引張強度(N/mm2) 1.85 
弾性係数(kN/mm2) 21.0 
単位体積重量(kN/m3) 23.5 
 記号 単位 円ー円要素間 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 45000 
反発係数 e  0 
仮想せん断弾性係数比 s  0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 40 
要素間摩擦角 φD o 30 
要素間引張強度 σtD N/mm2 20 
単位体積重量 γ kN/m3 23.5 
表 6.9 覆工コンクリート物性値 
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① 軸応力の変化 
縦軸は圧縮軸力 σ（Pa），横軸は変量を供試体全長で除したひずみ ε（%）とし，σ-εグラ
フを図 6.7に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
出力は軸ひずみ 0.01%ごととし，その時の軸応力を計測し縦軸とした．ピーク強度に達
した後もややばらつきが残る結果となった． 
図 6.7より，初期立ち上がりから弾性係数 E，圧縮強度を求めた結果， 
弾性係数 E=20.6（kN/mm2） 
圧縮強度=21.3(MPa) 
となった．  
  
図 6.7 軸応力の変化 
0
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25
0 0.2 0.4 0.6 0.8
軸応力 
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軸ひずみ ε(%) 
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図 6.8 供試体の変形 
② 供試体の変形 
供試体の変形状態を図 6.8に示す 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.8より，破壊挙動は割裂破壊に近いものとなっている．また，軸ひずみ 0.7%では，
供試体右側の粒子が離れはじめ，覆工モデルが連続体として機能していないように見える．
これは物性を変更しても似たような挙動となった． 
 以上より，覆工コンクリートのモデル化については十分ではないが，改善法を明確にで
きなかったため，表 6.10の物性値を用いて本解析を行う． 
 
 
 
  
水平変位(mm) 
c) 軸ひずみ 0.7% b) 軸ひずみ 0.5% a) 軸ひずみ 0.3% 
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表 6.11 覆工コンクリート物性値と解析結果値の比較 
6.3.4 まとめ 
前節より得られた結果と，覆工コンクリート物性値を比較した表を表 6.11に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊引張強度は，解析において算出できないので，記載していない． 
 
 以上より，覆工コンクリートの物性値は表 6.11のように設定する． 
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 覆工コンクリート物性値 解析結果値 
設計基準強度(N/mm2) 18.0 21.3 
引張強度(N/mm2) 1.85 - 
弾性係数(kN/mm2) 21.0 20.6 
単位体積重量(kN/m3) 23.5 23.5 
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図 7.2 トンネル覆工モデル 
図 7.1 解析モデル 
30m 
30m 
第 7章 DEMによるトンネル覆工の破壊挙動の再現 
 
7.1 概要 
本章では，トンネル覆工の破壊挙動の再現についてまとめる．支保で安定化した後に施
工される最終構造物としての覆工コンクリートの安定性について，DEMによる供用中の外
力の作用による破壊を想定した解析を行い，その破壊形態を検討する．  
 
7.2 解析モデル 
解析モデルは,図 7.1のように縦横 30mとし，トンネル覆工の厚さは 0.3m，トンネル径
は 10mとした．図 7.2にトンネル覆工のモデルを示す．また，覆工円要素の径は，0.026m，
0.05mのものを，地山円要素と同様に重量混合比 3:2で配置した.  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
10m 
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表 7.1 解析に用いる物性値 
解析に用いる物性値を表 7.1 示す．物性値の設定方法は第 6 章に示した．覆工円要素と
線要素間は覆工円要素の解析物性値と同じである. 
 
 
 
  
  
 記号 単位 地山円要素 覆工円要素 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 275 45000 
反発係数 e  0 0 
仮想せん断弾性係数比 s  0.25 0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 0.6 40 
要素間摩擦角 φD o 30 30 
要素間引張強度 σtD N/mm2 0.6 20 
単位体積重量 γ kN/m3 21.0 23.5 
要素径  m 0.32，0.6 0.026，0.05 
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7.3 解析方法 
 はじめに，トンネル覆工のモデルを作成する．図 7.3 のようにトンネル覆工の外側の円
要素（径=0.05m）を固定し，天端部の要素をいくつか消去する．続いて，その上部にトン
ネル覆工となる要素径 0.026m，0.05mの円要素を重量混合比 3:2の割合でランダムに配置
し，要素間摩擦角 φ=1°の状態で自由落下させ，円要素の速度がある程度収束したらパッキ
ングを終了する.その後，天端部の消去していた要素を元に戻す．以上がトンネル覆工モデ
ルの作成方法であり，その後については第 4 章のアルミ棒積層体模型実験の再現解析と同
様の手順で，パッキング，切羽作成を行う．そして全要素が収束した後は，上板要素を作
り，上板要素と覆工要素間の間隙を出来る限り自由円要素で埋め，固定していた覆工円要
素を自由にして，上板線要素を下に強制変位させる． 
 解析時間を考慮して載荷速度が 1.0m/sec，0.1m/secの 2通りで，破壊が生ずるまで強制
変位させた． 
荷重条件は軸力が卓越するものとなっているため，せん断破壊を想定している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 7.3 トンネル覆工モデルの作成 
全体 トンネル天端部 
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図 7.4 載荷速度 1m/secの際の破壊挙動 
7.4 解析結果 
7.4.1 載荷速度 1m/sec 
 まず，載荷速度 1m/secで強制変位させた場合の覆工全体の破壊挙動を示す（図 7.4）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜初期＞ ＜変位 0.24m＞ 
＜変位 0.70m＞ ＜変位 0.50m＞ 
＜変位 0.40m＞ ＜変位 0.30m＞ 
77 
 
図 7.5 左側壁部の破壊挙動 
続いて，最初に破壊が見られた左側壁部の破壊挙動を示す（図 7.5）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜変位 0.24m＞ ＜変位 0.25m＞ ＜変位 0.26m＞ ＜変位 0.27m＞ 
＜変位 0.28m＞ ＜変位 0.29m＞ ＜変位 0.30m＞ ＜変位 0.31m＞ 
＜変位 0.32m＞ ＜変位 0.33m＞ 
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図 7.4，図 7.5より，はじめに覆工外側の粒子が飛び出るような破壊挙動となり，覆工コ
ンクリートが連続体として機能していないように見える．そこで，破壊直前と破壊直後の
接触圧に着目したところ，図 7.6 のように覆工外側要素の接触圧が大きいことから，覆工
の中（内側）に力が伝達されていなく，覆工コンクリート要素が一体となった連続体とし
て機能していないことが分かった．これは，覆工外側の円要素をパッキングではなく予め
計算で別途配置していることが影響していると考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
接触圧 
（N/mm2） 
40 
30 
＜破壊直前：変位 0.23m＞ 
＜破壊直後：変位 0.24m＞ 
図 7.6 覆工全体の接触圧 
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表 7.2 解析に用いる物性値 
7.4.2 載荷速度 1m/sec，覆工外側円要素の物性変更 
 図 7.6 より，覆工外側の接触圧が大きいことが確認できたため，覆工外側の円要素の仮
想弾性係数 kn，要素間粘着力 cD，要素間摩擦角 φD，要素間許容引張強度 σtDを覆工内側円
要素の 1/5とし，剛性を弱くして解析を行った．覆工外側円要素と内側円要素間，覆工外側
円要素と地山円要素間の解析物性値は覆工内側円要素の解析物性値と同じである．解析に
用いる物性値を表 7.2に示す． 
 
 
 
 
 
 
  
 記
号 
単位 地山円要素 覆工円要素 
（内側） 
覆工円要素 
（外側） 
仮想縦弾性係数 kn N/mm2 275 45000 9000 
反発係数 e  0 0 0 
仮想せん断弾性 
係数比 
s  0.25 0.25 0.25 
要素間粘着力 cD N/mm2 0.6 40 8 
要素間摩擦角 φD o 30 30 6 
要素間引張強度 σtD N/mm2 0.6 20 4 
単位体積重量 γ kN/m3 21.0 23.5 23.5 
要素径  m 0.32，0.6 0.026，0.05 0.05 
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図 7.7覆工外側の剛性を弱くした場合の破壊挙動 
 載荷速度1m/sec，覆工外側の剛性を弱くした場合の覆工全体の破壊挙動を示す（図 7.7）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜初期＞ ＜変位 0.14m＞ 
＜変位 0.20m＞ ＜変位 0.40m＞ 
＜変位 0.50m＞ ＜変位 0.60m＞ 
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図 7.8 左側壁部の破壊挙動 
続いて，最初に破壊が見られた左側壁部の破壊挙動を示す（図 7.8）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜変位 0.13m＞ ＜変位 0.14m＞ ＜変位 0.15m＞ ＜変位 0.16m＞ 
＜変位 0.18m＞ ＜変位 0.20m＞ ＜変位 0.28m＞ 
＜変位 0.40m＞ ＜変位 0.35m＞ 
＜変位 0.32m＞ 
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図 7.9 右側壁部の破壊挙動 
続いて，右側壁部の破壊挙動を示す（図 7.9）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜変位 0.33m＞ ＜変位 0.35m＞ ＜変位 0.36m＞ ＜変位 0.37m＞ 
＜変位 0.38m＞ ＜変位 0.39m＞ ＜変位 0.40m＞ ＜変位 0.41m＞ 
＜変位 0.42m＞ ＜変位 0.43m＞ 
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＜破壊直前：変位 0.13m＞ 
＜破壊直後：変位 0.14m＞ 
図 7.10 覆工全体の接触圧 
図 7.8 の左側壁部の破壊挙動は，覆工外側円要素の物性を変更する前と変わらず，実現
象で生じるようなせん断破壊は明確には見られなかった．しかし，図 7.10 に示すように，
覆工外側円要素の接触圧が内側と比較して大きくなることは改善され，覆工に均等に応力
が作用していることが分かる． 
また，図 7.9 の右側壁部の破壊挙動は不明瞭ではあるが，せん断破壊が生じているよう
に見える． 
しかし，載荷速度が 0.1m/secの場合は，覆工外側の物性を変更してもせん断破壊が明確
には見られなかった．（結果は付録に載せる．） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
接触圧 
（N/mm2） 
20 
10 
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7.5 まとめ 
 結果として，載荷速度 1m/secで覆工外側の剛性を弱くした場合のみ，不明瞭ではあるが
せん断破壊が見られた．しかし，載荷速度を 0.1m/secで同様に覆工外側の剛性を弱くした
場合にはせん断破壊は明確には見られなかった．載荷速度に関しては 1m/sec では速く，
0.1m/sec の方がより実現象での外力を再現できると考えられたが，結果として覆工の破壊
の再現方法を確立することはできなかった．  
以上より，DEMによるトンネル覆工の破壊挙動の再現は課題が残る結果となった．この
理由としては，一軸圧縮試験の破壊挙動が実現象とは異なるものであったことから， 
覆工コンクリートのモデル化が十分にできていないことが考えられる． 
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第 8章 結論 
 
8.1 まとめ 
アルミ棒積層体模型実験と，DEMによる再現解析より，薄肉構造でも地山が安定し，
支保が支える土圧は地山が有する初期土圧よりも極めて小さいことを模型実験とDEM
による再現解析で示すことができた．実験と解析でいくつか異なる結果はあったが，掘
削前後の周辺地山の応力変化や崩壊挙動を見る限り，模型実験を概ね再現することがで
きたといえる． 
しかし，トンネル覆工の破壊挙動の再現に関しては，実現象での破壊を十分に再現す
ることはできなかったため，トンネル覆工コンクリートの安定性や，破壊形態の検討は
行えなかった．実現象での破壊を再現できなかった理由としては，覆工コンクリートの
物性を設定する上で，一軸圧縮試験時の破壊挙動が実際のものと異なる挙動であったた
め，覆工コンクリートのモデル化が十分できていないことが考えられる．コピー用紙の
モデル化については円要素を一列に配置するのみであるため単純であったが，覆工コン
クリートについては円要素での再現構造が複雑であるためモデル化が難しく，モデル化
の方法を確立できなかった． 
 
8.2 今後の課題 
トンネル支保に関しては，本研究では模型実験により支保効果や土圧との相互作用を
検討したが，更に発展させるためには実寸法での解析を行う必要がある． 
トンネル覆工に関しては，連続体を再現するための，ばねや物性値の設定などについ
て検討し，DEMでの覆工コンクリートのモデル化の方法を確立する必要がある．また，
実寸法での解析は解析時間が非常に長くなるため，解析時間を短縮するための工夫も必
要である． 
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付録 DEMによるトンネル覆工の破壊挙動の再現 
 
 第 7 章のトンネル覆工の破壊挙動の再現において，載荷速度 0.1m/sec，0.01m/sec の
場合の破壊挙動についてまとめた． 
 
1.1 載荷速度 0.1m/sec 
載荷速度 0.1m/secで強制変位させた場合の覆工全体の破壊挙動を図 1.1に示す．解
析物性値は第 7章の表 7.1に示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜初期＞ ＜変位 0.235m＞ 
＜変位 0.240m＞ ＜変位 0.245m＞ 
＜変位 0.250m＞ ＜変位 0.260m＞ 
図 1.1 載荷速度 0.1m/secの際の破壊挙動 
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続いて，最初に破壊が見られた左側壁部の破壊挙動を示す（図 1.2）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜変位 0.233m＞ ＜変位 0.234m＞ ＜変位 0.235m＞ ＜変位 0.236m＞ 
＜変位 0.238m＞ ＜変位 0.240m＞ ＜変位 0.242m＞ 
＜変位 0.250m＞ 
＜変位 0.245m＞ 
＜変位 0.248m＞ 
図 1.2 左側壁部の破壊挙動 
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図 1.1，図 1.2より，破壊挙動が不明瞭であり，実現象で生じるようなせん断破壊は
明確には見られなかった．また，図 1.3のように，覆工外側円要素の接触圧が大きいこ
とを確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
接触圧 
（N/mm2） 
40 
30 
＜破壊直前：変位 0.233m＞ 
＜破壊直後：変位 0.234m＞ 
図 1.3 覆工全体の接触圧 
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1.2 載荷速度 0.1m/sec，覆工外側円要素の物性変更 
第 7 章の 7.4.2 と同様の理由で，覆工外側の剛性を弱くし，0.1m/sec で強制変位させ
た場合の覆工全体の破壊挙動を示す（図 1.4）．解析物性値は第 7章の表 7.2に示した． 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜初期＞ ＜変位 0.125m＞ 
＜変位 0.130m＞ ＜変位 0.140m＞ 
＜変位 0.150m＞ ＜変位 0.170m＞ 
図 1.4覆工外側の剛性を弱くした場合の破壊挙動 
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続いて，最初に破壊が見られた右肩部の破壊挙動を示す（図 1.5）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
＜変位 0.124m＞ ＜変位 0.125m＞ 
＜変位 0.127m＞ ＜変位 0.128m＞ 
＜変位 0.130m＞ 
＜変位 0.133m＞ 
＜変位 0.132m＞ 
＜変位 0.134m＞ 
図 1.5 右肩部の破壊挙動 
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図 1.4，図 1.5より，破壊挙動が不明瞭であり，実現象で生じるようなせん断破壊は
明確には見られなかった．また，破壊直前と破壊直後の接触圧は図 1.6のように示すよ
うに，覆工全体で均等になっていることが分かる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
接触圧 
（N/mm2） 
20 
10 
＜破壊直前：変位 0.124m＞ 
＜破壊直後：変位 0.125m＞ 
図 1.6 覆工全体の接触圧 
92 
 
1.3 載荷速度 0.01m/sec，覆工外側円要素の物性変更 
続いて，覆工外側の剛性を弱くし，0.01m/sec で強制変位させた場合の覆工全体の破
壊挙動を示す（図 1.7）．解析物性値は第 7章の表 7.2に示した． 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 1.7覆工外側の剛性を弱くした場合の破壊挙動 
＜初期＞ ＜変位 0.141m＞ 
＜変位 0.1415m＞ ＜変位 0.142m＞ 
＜変位 0.1425m＞ ＜変位 0.143m＞ 
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続いて，最初に破壊が見られた左側壁部の破壊挙動を示す（図 1.8）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 1.8 左側壁部の破壊挙動 
＜変位 0.141m＞ 
＜変位 0.142m＞ 
＜変位 0.143m＞ 
＜変位 0.1415m＞ 
＜変位 0.1425m＞ 
＜変位 0.1405m＞ 
94 
 
図 1.7，図 1.8より，破壊挙動が不明瞭であり，実現象で生じるようなせん断破壊は
明確には見られなかった．また，破壊直前と破壊直後の接触圧は図 1.9のように示すよ
うに，覆工全体で均等になっていることが分かる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
接触圧 
（N/mm2） 
20 
10 
図 1.9 覆工全体の接触圧 
＜破壊直前：変位 0.1405m＞ 
＜破壊直後：変位 0.141m＞ 
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1.4 まとめ 
 載荷速度 1m/sec，0.1m/sec，0.01m/sec の 3 ケースで解析を行ったが，実現象で生
じるようなせん断破壊が見られたのは載荷速度 1m/secで覆工外側の物性を変えた場合
のみであった．しかし，載荷速度に関しては 1m/sec では速く，0.1m/sec，0.01m/sec
の方がより実現象での外力を再現できると考えられるため，覆工の破壊の再現方法を確
立することはできなかった． 
以上より，最も改善すべき点は本解析での外力の与え方ではなく，覆工のモデル化で
あると考えられる． 
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